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要約 

この研究では、産業の空洞化による経済成長の停滞と、構造的な財政赤字による計りき

れないほどの財政破綻リスクの問題を解決するために、法人税の改革により日本経済を活

性化させる政策を提言する。 

 現在、我が国が直面する問題の一つに産業の空洞化が挙げられる。なお、産業の「空洞

化」には明確な定義づけがなされていないが、本稿での「空洞化」は、「さまざまな要因

により、生産拠点を海外に移転させる現象」と定義する。産業の空洞化の要因には①円

高、②法人税率の高さ、③自由貿易協定の遅れ、④電力不足、⑤厳しい労働規制、⑥厳し

い環境規制が挙げられる。特に、我が国の法人税率の高さは諸外国と比べ高い水準である

ため、そこに着目した。 

 また、我が国の法人税率は高い水準ながら、法人税の税収は年々落ち込んでいる。1989

年の 19兆円をピークに、好況の数年を除いては右肩下がりである。これにはさまざまな要

因が考えられるが、特に、安価な労働力や低い法人税率を求めて国内企業が海外に生産拠

点を移したことが挙げられる。そこで、空洞化対策のための法人税改革が必要だと考えら

れる。 

 法人税には、法人の税負担を軽減させるための制度として、租税特別措置(以下、租特)

や受取配当金の益金不算入制度、交際費の損金不算入制度、外国子会社から受ける配当金

の益金不算入制度など、さまざまな制度が存在する。経済のグローバル化が進展する中で

は、簡素で中立的な税が望ましい。しかし、我が国の法人税制度には、租税原則である

「公平・中立・簡素」の例外的措置である租特等の税負担軽減措置が数多く存在するた

め、経済に歪みを生じさせ、企業の新規参入の妨げとなっている。立岡(2013)によれば、

租特による減収額は国税で 1 兆 4,700 億円、地方税で 4,600 億円であると指摘している。

また、租特項目数と民間設備投資の関係や、租特項目数と企業数の関係を見てみると、全

く相関がみられない結果となった。つまり、投資は経済状況に影響されることが多いが、

租特と、投資や法人数の間に関係が見られないということは、租特は不要であると考えら

れる。 

 受取配当金の益金不算入制度とは、企業会計上は収益に算入する受取配当を、税法で益

金へ不算入とすることで、法人と株主の租税負担を軽減する仕組みである。この受取配当

金の益金不算入額は、受取配当金全体の 87％を占めている。仮に、受取配当金の益金不算

入額全額に法定実効税率 34.62%を掛けた場合、増収額は約 2兆 5,000億円という推計が得

られた。交際費の損金不算入制度とは、交際費を費用計上することによる節税を防止する

ための制度である。平成 24年のデータに基づき、損金算入がなされた交際費に法定実効税

率を掛けると約 6,000 億円の増収が見込まれる。 

 本稿では、仮設①「世界と比較して、日本の法人税率が高いために、国内産業の空洞化

が進んでいる。」と、仮設②「日本の税法上の法人税率と、事後的な法人税の負担率との

間には大きな乖離がある」という二つの仮説を設定して、得られた統計データから、回帰

分析・パネルデータを用いた重回帰分析による仮説の検証を行っている。 

 対外直接投資に関する分析では、日本の法人税率が上がるほど、日本の対外直接投資が

増加するという結果が得られた。つまり、日本企業が海外へ拠点を移すことは、法人税率

の引き下げにより抑制することができるという相関がみられる。また、対内直接投資に関

する分析は、OECD 諸国のうち、オーストラリア、カナダ、アメリカなどの数か国につい

ての 23年間のデータを用いて行った。推計によれば、日本の法人税率の引き下げが行われ

れば、日本の対内直接投資が増加するという結果であった。つまり、日本の法人税率の引
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き下げにより、海外企業の呼び込みが可能になり、国内産業の活性化につながるといえ

る。また、これらの分析を、日本の対外直接投資の主要相手国 5 ヶ国についても分析を

行った。その結果、5 ヶ国中 4 ヶ国において、投資相手国の法人税率が高いほど、対外直

接投資が減少する負の相関関係がみられた。したがって、投資相手国の法人税率が高くな

ると、その国への直接投資を減少させる傾向があることが確認できる。また、日本の法人

税率の引き下げにより、外国企業による日本以外への海外進出が抑えられ、対日直接投資

につながる可能性もみられた。 

 次に、仮設②について、統計データにより事後的な法人税の負担率を推計したところ、

税法上の法人税率と事後的な法人税の負担率の間には 10％以上の開きがあった。 

 そこで本稿では、企業が投資に関する意思決定を行う場合、税法上の法人税率が大きく

影響している可能性があると考え、実際の負担率の水準まで、租特や受取配当金益金不算

入制度の廃止とともに税法上の法人税率を下げるべきだとした。その理由は、単純に実際

の負担率の水準まで下げただけでは、それと同時に再び実際の負担率が下がるだけだから

である。 

 以上の結果から、我々は日本経済を活性化させるために、以下の政策を提言する。一つ

は、(国、地方合わせた)法人税率を 21％にすることである。もう一つは、法人税に関する

諸制度の見直しである。具体的にいうと、租特の廃止、受取配当金の益金不算入制度の廃

止、交際費の全額課税を提言した。 

 

法人税改革 産業空洞化 租税特別措置法 
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はじめに 

本稿の目的は、日本経済を活性化させることである。近年、我が国は産業の空洞化が進

んでおり、経済成長が停滞する一因となっている。また、我が国の財政は構造的な赤字で

あり、財政破綻のリスクは計り知れないものとなっている。我々はこれらの問題を解決す

るために、法人税の改革に着目した。 

 法人税改革(主に法人税率の引き下げ)は、2012 年 12 月に発足した第二次安倍内閣のも

とで、アベノミクスにおける成長戦略のうちの一つにも検討されている。数年で法人実効

税率を 20%台まで引き下げることを目指しているが、具体的な税率は決まっていない。ま

た、2020 年度の基礎的財政収支黒字化目標との整合性を確保するよう、課税ベースの拡大

等による恒久財源の確保をすることも、法人税改革に盛り込まれている。アベノミクスと

同様に、近年は世界各国で法人税率の引き下げ競争が加速している。我が国でも法人税改

革は行われているものの、諸外国と比較して改革が不十分であり、法人税率の高さが産業

の空洞化の一因ともいわれている。 

また、法人税はグローバル化した経済において、簡素で中立な税制であることが望まし

い。しかしながら、我が国の租税特別措置法（以下、租特）に代表される、法人税に関す

る諸制度は、ゆがみがあり、企業の新規参入の妨げとなっているだけでなく、国内産業間

においても中立とはいえない。租特を見直すことによって、課税ベースの拡大や投資の増

加を期待できるのではないか。 

そこで我々は、我が国の法人税は本当に高いのかどうか、また法人税率や租特が投資2に

どのような影響を与えるのかを分析し、経済の活性化をもたらす法人税改革の在り方を模

索する。また、多くの先行研究やアベノミクスにおいても、具体的な税率は提示されてい

ないため、本稿では具体的な税率を政策として提言する。 

 本稿の構成は以下の通りである。第 1 章では、問題の所在として、日本は産業の空洞化

が進んでいるということを、データを用いて説明し、空洞化の阻止、ひいては経済を活性

化させる必要性を説く。第 2 章では、法人税の基本的な仕組みを確認しつつ、日本や諸外

国の法人税の現状を述べ、また法人税に関する諸制度についても見ていく。第 3 章では、

問題意識を踏まえ、我々の研究に関する先行研究の論点をまとめる。第 4 章では、①世界

と比較して、日本の法人税率が高いために、国内産業の空洞化が進んでいるのではないか

と、②日本の税法上の法人税率と、事後的な法人税の負担率との間には大きな乖離がある

のではないかという二つの仮説を設定し、それを検証する。第 5 章では本稿全体の総括と

して、政策提言を提示する。 

 

 

 

                                                     
2 対内直接投資と対外直接投資、双方の投資への影響を考える。 
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第1章 問題の所在～国内産業の空洞化～ 

現在、我が国の直面する問題として、産業の空洞化が進んでいることがしばしば挙げら

れる。ここで、産業空洞化を論じる前に、そもそもこの言葉がどのような意味で使われて

いるのかを示しておこう。表 1 からもわかるように、この問題は 1980 年代から活発に議

論されているものの、「空洞化」という言葉が明確に定義されているわけではない。専門

家の中には、空洞化は国が成長するにつれて必然的に起こるという人もいれば、為替レー

トによって市場に歪みが生じたためであるという人もいる。ただ、多くの論者に共通する

定義は、生産拠点が海外に移転し、国内の産業構造に変化(停滞)をもたらす、という点

だ。そこで本稿では、空洞化とは、「さまざまな要因により、生産拠点を海外に移転させ

る現象」と定義して議論を進める。では本当に我が国において、空洞化は起こっているの

だろうか。 

表 1 空洞化の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】渡辺博顕(2002)「産業の「空洞化」と雇用」『海外労働時報』No. 324 

 

 図 1のグラフは、生産額に占める海外現地生産比率3の推移を示したものであるが、1980

年代後半から右肩上がりで、国内企業の海外で生産する比率が上がっていることがわか

る。ただ、このグラフは生産額ベースなので、もともと海外にいた企業が生産額を増やし

ている可能性がある。 

そこで、図 2 において、現地法人従業員数と現地法人企業数の推移を見てみると、双方

とも右肩上がりで推移している。図 1 と図 2 からわかることは、単に既存の企業が生産額

を増加させたということではなく、1980 年代後半から海外に生産拠点を移転していること

を示している。すなわち、我が国で空洞化が起こっていると考えられる。 

 

 

 

 

                                                     
3 海外現地生産比率＝海外現地生産による生産高/(国内生産による生産高＋海外現地生産による生産高)×

100。海外現地生産比率を 0.0%と回答した企業を含めた単純平均である。 

論者 時期 定義
経済企画庁 1986 製造業が競争力を失い、
 「昭和59年度年次世界経済白書」 国内から重要産業が撤退して

直接投資等を通じて 国外へ流出し、
国内にはサービス産業のみが滞留し、
成長力が弱まる状況。

伊藤元重 1989 生産拠点の海外移転による
 『国際経済入門』 国内の雇用減少や技術開発力の低下
小島清 1989 広義の空洞化：脱工業化現象
『海外直接投資のマクロ分析』 狭義の空洞化：海外直接投資が

経済主体にもたらすインパクト
中村吉明・渋谷稔 1994 生産拠点が海外へ移転することによって、
『空洞化現象とは何か』 国内の雇用が減少したり、国内産業の技術水準が

停滞し、さらには低下する現象。
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図 1 生産額に占める海外現地生産比率の推移 

【出所】内閣府「企業行動に関するアンケート調査」(各年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 現地法人従業員数と現地法人企業数の推移4 

【出所】経済産業省「第 43 回海外事業活動基本調査結果概要」2012 年度 

 

では空洞化の原因5は何だろうか。それは、日本経済に「六重苦」があるためだと言われ

ている。「六重苦」とは、①円高6、②法人税率の高さ、③自由貿易協定の遅れ、④電力不

足、⑤厳しい労働規制、⑥厳しい環境規制のことだ7。これらによって、国内の立地競争力

が弱まり空洞化が進んでいるとされた。最近のアベノミクスを代表とする経済政策によっ

                                                     
4 この調査における「現地法人」は、海外子会社と海外孫会社の総称である。 海外子会社とは、日本側
出資比率が 10％以上の外国法人を指し、海外孫会社とは、日本側出資比率が 50％超の海外子会社が
50％超の出資を行っている外国法人を指す。 

5 空洞化の原因について、詳細に述べられているものとして、山下(2013)、深尾・袁(2001)、米山(2012)

がある。 
6 空洞化の原因として円高が挙げられているが、古金(2012)によれば、円相場と海外直接投資の関係をみ
ると、近年相関関係はあまり明確ではないとしている。 

7 この部分の記述は、高田(2014)に基づく。 
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て、①や③は解決されつつあるが、④⑤⑥は依然として改善されていない問題である。②

は我が国でも段階的には下がっているものの、諸外国と比較して高いと言われている。ま

た、国内市場以外の要因として、進出先の労働コストが安価である点や進出先の製品需要

が旺盛で今後も拡大が見込まれる点も考えられる8。 

空洞化は、日本財政を考慮するとマイナス面が多い。我が国の税収は落ち込んでおり9、

構造的な赤字10である。空洞化が進めば、ますます税収の減少をもたらし、国債のリスク

が上昇するだろう。それだけでなく、経済の停滞や競争力の弱体化などを引き起こし、負

の連鎖が続くおそれがあるため、空洞化は防ぐ必要がある。 

空洞化を防ぐために、政府が政策としてできることは、国内市場以外の要因は取り除く

ことができないため、限られている。それは、国内立地が国際的な競争力を持つための環

境整備をすることだ。ここでいう環境整備とは、規制の撤廃や税制改正を意味する。アベ

ノミクスにおいても、空洞化を防ぐためにこの観点からいくつかの改革が提案されている

が、その中でも重点を置いているのが法人税改革だ。この改革は、産業空洞化を食い止め

ること、国内市場の国際的な競争力をつけること、2020 年度の基礎的財政収支黒字化目標

との整合性を確保するよう、課税ベースの拡大等による恒久財源の確保をすることを目的

としている。 

そこで我々は、以上の現状を踏まえ、アベノミクスで取り上げられている法人税改革に

着目した。法人税改革は、空洞化を防ぎ、税収の減少や国際的な競争力、ひいては日本経

済の活性化をもたらすことができるのではないか。その観点で、法人税改革についての実

証分析を行う。本稿では、まず法人税改革が問題解決につながるのかどうかを分析したう

えで、法人税改革の在り方について追究する。 

 

                                                     
8 この部分の記述は、古金(2012)に基づく。 
9 財務省「一般会計税収の推移」 

http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/010.htm 
10 内閣府「平成 22 年度 年次経済財政報告」 

http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je10/10b01030.html 
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第2章 現状分析～法人税とは何か～ 

本章では、まず法人税改革が空洞化を防ぐ、すなわち日本経済の活性化につながるのか

どうかを判断するために、法人税の現状、法人税に関する諸制度などについて現状分析を

行う。 

第1節 法人税の仕組み 
我が国では国及び地方自治体が法人の所得に対して課税している。法人税法では、内国

法人と外国法人とに分けて納税義務を定めている11。内国法人の場合は、所得の源泉が国

内外かを問わず、そのすべてに納税義務を負う。一方、外国法人の場合は、国内に源泉の

ある所得について納税義務を負う。納税義務がある所得に対して、国が課す税を法人税と

呼び、地方自治体が課す税は法人事業税、法人住民税と呼ばれる二種類の税がある。これ

らの税はそれぞれ内容が異なっているため分けて説明する。 

国が課税している法人税は、法人税法に基づき法人の所得に対して課税している。法人

税法の課税対象となる所得は、企業会計における利益とは異なる。商法を基礎とする企業

会計では、収益から費用を差し引いたものを利益とするのに対し、税法に基づいて計算さ

れる税務会計では、公平や中立性の保持の必要性が生じるため、益金から損金を差し引い

たものを所得としている12。日本の法人税はこの税務会計上の所得に対して課税してい

る。益金より損金が多い、すなわち赤字企業の場合は法人税が免除される。 

法人税法では減価償却費の損金への算入を認めている。減価償却とは、建物や機械など

の取得費用を試用期間にわたって費用配分することをいうが、この減価償却費の損金算入

を認めることで、設備投資をした際の法人の税負担を軽減させる働きがある。ほかにも法

人の税負担を軽減させる制度として、受取配当金の益金不算入や交際費の損金算入や租税

特別措置法など、さまざまな制度が存在するが、それらについては後述する。 

また、日本の法人税法には外国税額控除という制度がある。海外で事業活動を行った場

合、法人はその国で課税されることになる。その税率が日本の税率よりも高かった場合は

日本で納税する必要はないが、低かった場合は「日本の税率－その国の税率」を日本に支

払うというシステムである。このシステムは我が国の法人が、高い税率によって海外に流

出することを防ぐ意味がある。 

他にも、国は地方法人税と地方法人特別税を法人に課税している。この二つの税は、地

方自治体が法人に課している税の一部を国に移行させるための税であり、この税収は地方

交付税にあてられる。 

 

                                                     
11 内国法人とは、国内に本店または主たる事務所を有する法人である。外国法人はそれ以外の法人であ
る。また、内国法人のうちの１つに公共法人(例えば日本放送協会など)という法人があるが、これには
納税義務はない。 

12 ①益金と②損金は、企業会計上は収益・費用になる(収益・費用にならない)が、税務会計上は益金・損
金にならない(益金・損金になる)金額を合わせて計算したものである。 

① 益金＝収益＋益金算入－益金不算入 

② 損金＝費用＋損金算入－損金不算入 

また、損金には引当金の繰り入れや準備金の積み立ても含まれている。法人税の課税所得計算の仕組
みが詳細にまとまったものとして、三木(2010) p.64 がある。 



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

10 

 

都道府県は法人事業税と法人住民税、市町村は法人住民税を法人の所得に課税してい

る。課税対象となる企業の所得の算出方法は、一部例外が存在するが法人税(国税)の算出

方法とほぼ同様である。ただ法人事業税は、もともと国税のように益金から損金を差し引

いた所得だけに課税していたが、2003 年度より資本金が 1 億円を超える法人に対しては外

形標準課税が導入されており、所得に加えて付加価値と資本にも課税している。そのた

め、法人事業税は赤字企業にも課税していることになる。東京都の普通法人13を例にとっ

てみると、表 2 のように区分に応じて税率が決められている。法人住民税は法人税割と均

等割の二つからなっている。法人税割の税額は、国が課税した法人税額と税率の積であ

る。その税率は、資本金額及び出資金額の大きさによって異なった税率が指定されてい

る。ここでは表 3 において川崎市の例を挙げている。均等割は所得の有無に関係なく、資

本金額及び従業者数に応じた額が課税される。川崎市の均等割額は「税率(年額)×区内に

事務所、事業所または寮などを有していた月数÷12」であり、税率(年額)は表 4 に示して

ある。本稿では東京都と川崎市のみを具体例として挙げたが、法人事業税及び法人住民税

は地方自治体によって税率や税額が異なっている。 

 

 

表 2 東京都における普通法人の事業税の税率表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】東京都主税局 HP 

                                                     
13 公共法人、公益法人等、協同組合等の法人以外の法人のことであり、人格のない社団等を含まない。 



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

11 

 

表 3 川崎市民税 法人税割        表 4 川崎市民税 均等割 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】表 3 表 4 共に川崎市 HP 「法人の市民税」 

第 2 節 法人税の現状 
次に、しばしば高いと議論されている日本の法人税率の現状を、世界各国と比較しなが

ら見ていく。現在、我が国の法人税率(国税)は、普通法人または人格のない社団14等につい

ては 25.5%15、公益社団等については法人の区分等に応じて 19％(年 800万円以下の金額に

ついては 15％である)、または 25.5％(年 800 万円以下の金額については 15％である)、協

同組合等については 19％(年 800万円以下の金額については 15％である)とされている。下

の図 3 は、1980 年からの日本の法人税率の推移である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 日本の法人税率の推移 

【出所】財務省 HP 

                                                     
14 権利能力なき社団ともいう。社団としての実質を備えながら、法令の規定を満たさないため法人として
の登記を行っていない(法人格のない)団体である。 

15 ただし、資本金が 1億円以下の普通法人または人格なき社団等の所得の金額のうち、年 800万円以下の
金額については 15％である。 
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図 3 からわかるように、法人税率(国税)は、国の税収の確保を目的として所得税等のほ

かの税とのバランスを図りつつ、その時々における経済状況や財政状況等を考慮して決定

される。具体的には、経済活動に対する税の中立性を高める目的から、平成 10年度の税制

改正では法人税率を 34.5%に引き下げた。翌年の平成 11年度の税制改正では、景気情勢に

配慮し、課税ベースの見直しは行わずに基本税率を 30％に引き下げた。さらに、平成 23

年度の税制改正では、国際競争力の向上や立地環境の改善を図り、国内の投資拡大や雇用

創出促進のため、課税ベースの拡大とともに基本税率が 25.5%まで引き下げられ、これは

翌平成 24年度より適用されている。このように、近年我が国は法人税率の引き下げを段階

的に行っている。しかし、図 4 の世界の法人税率の平均と、図 5 のアジア各国の法人税率

の比較からもわかるように、依然として我が国の税法上の法人税率16は国際的にみて高

い。特に、近隣諸国のアジア地域において、台湾やシンガポールとは約 20％もの差があ

り、租税競争の観点からみて、我が国の高い法人税率が、産業の空洞化や対内直接投資を

引き下げる要因となっている可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 法人税率の世界平均 

【出所】KPMG japan「2011 年世界法人税・間接税調査の結果について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 アジア各国の法人税率の比較 

【出所】KPMG japan「2011 年世界法人税・間接税調査の結果について」 

                                                     
16 税法上の法人税率とは、法人税法で定められている税率のことであり、実際に企業が払っている事後的
な(統計データで計算しうる)法人税率ではない。 
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また、我が国の法人税収は年々落ち込んでいる17。1989 年の 19 兆円をピークに、景気

がよくなった数年を除いて右肩下がりで推移し、2008 年以降は 10 兆円を下回っている。

原因はさまざまあるが18、経済成長率の低下によって企業収益が悪化したことや、安価な

労働力や低い法人税率を求めて国内企業が海外に生産拠点を移したためであると考えられ

ている。構造的な赤字である日本財政にとって、税収の落ち込みは避けなければならな

い。その意味でも、空洞化対策、すなわち法人税改革が必要ではないか。 

 

第 3 節 法人税に関する諸制度 
第 1 節で述べたように、法人税には法人の税負担を軽減させる制度として、租税特別措

置法や受取配当金の益金不算入、交際費の損金算入など、さまざまな制度が存在する。法

人税は、グローバル化した経済において、簡素で中立な税が望ましい。しかし、我が国の

租特に代表される、法人税に関する諸制度は、ゆがみがあり、企業の新規参入の妨げと

なっているだけでなく、国内産業間においても中立とはいえない。その中でも本稿では、

特に問題視されている三つの制度について注目した。租特やこれらの制度を見直すことに

よって、課税ベースの拡大や投資の増加を期待できるのではないか。本節では、これらの

制度が税収や企業の行動にどのような影響を与えているかを見ていく。 

第 1 項 租税特別措置法 

租税特別措置には統一された定義は存在しないが、簡潔に述べると、経済政策や社会政

策等の何らかの政策目的のために、租税原則である「公平・中立・簡素」の例外的な措置

として、一定条件を満たした個人や企業に対して税負担の控除や加重を行うことである。 

小池(2012)によれば、日本で租特が拡大し始めたのは、シャウプ勧告19に基づく新税制

が施行された翌年の昭和 26 年からである。この昭和 26 年の税制改正では、国民の負担調

整、軽減、さらには資本蓄積の促進を図るための減税が行われた。また、このときの税制

改正で、個人所得税の減税、大企業向けの特別減税が適用された。具体的には、大企業向

けの特別減税には、重要機械の特別償却制度、退職給付引当金などが創設され、以後、租

特は拡大を続けた。 

 昭和 20年代の租特は、戦後混乱期の日本経済の復興を支えていたと言える。しかし、昭

和 30 年代に入ると、租特の見直しが検討されるようになり、昭和 31 年の臨時税制調査会

答申では、租特の合理化・整合化の動きが高まった。そして昭和 32 年 3 月 31 日に最初の

租税特別措置「法」が誕生するに至った。 

租特のうち、法人税に関係する租特はその性質から大きく以下の三つに分類できる。 

 

 まず一つ目は、法人税の軽減措置であり、税額控除や所得控除がある。これにより、例

えば投資法人の特例減税措置であれば、投資促進のインセンティブを与えることができる

ため、企業や個人の投資促進につながるという効果が期待される。 

                                                     
17 財務省「税制について考えてみよう」 

http://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei/04.htm 
18 大野・布袋・佐藤・梅崎(2011)によれば、日本の法人税の税収の要素の分析の結果、1990 年代の法人
税収の減収の要因として、法人税率引き下げという税制面、景気低迷による企業の特別欠損の計上およ
び欠損控除の二つを挙げている。 

19 昭和 24 年、日本の長期的・安定的な税制と税務行政の確立を図るためにシャウプ使節団が来日し、の
ちの税制改正に影響を与えたシャウプ勧告書を提出したことである。 
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 二つ目は、法人税の課税の繰延べ(次回に持ち越すこと)を行うものである。代表例を挙

げると、普通償却額を超えて償却を行うことができる特別償却によるものや、積立額の一

定限度内の損金算入を認める準備金の形によるものや、資産の取得価額の圧縮を認める圧

縮記帳の制度などが存在する。 

 三つ目は、課税の適正化を図り、それにより増収を見込むというものである。具体的に

は、交際費の一定額を損金不算入とする交際費課税制度や、タックス・ヘイブン対策税制
20などが挙げられる。 

財務省(2013)「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」によれば、法人税

関係特別措置の種類別適用状況は、平成 24 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日までに終

了した事業年度または連結事業年度における、適用額明細書の提出のあった単体法人は

954,505 法人、連結法人は 586法人で、適用件数は法人税関係特別措置 88項目について述

べ 1,323,396 件であった。また、法人税関係特別措置の種類ごとの適用状況は表 5 に示し

てある。 

表 5 法人税関係特別措置の種類ごとの適用状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】財務省(2013)「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」 

 

立岡(2013)によれば、租特のメリットは、政策手段としての利便性を挙げている。具体

的には、租特と同様の効果が期待される補助金に比べ、政府と納税者の双方ともに手続き

上のコストが少なく、使い勝手がよいということである。 

他方、デメリットとしては、第一に租税原則に反することである。先述の通り租税原則

とは、「公平・中立・簡素」であるが、租特を受けることが可能な、特定の条件に企業な

いし個人が当てはまるか否かという点で公平性に反する。ゆえに、この特定の条件に当て

はまらない、外国企業による新規参入を妨げている可能性がある。これは、企業や個人の

経済活動に対して中立的であることに反する。最後に、租特は租税制度を複雑化する。租

特は、業種によっても様々な特別措置が存在するため、納税者の理解を困難にするばかり

か、行政部門の税務管理の負担は増大する。 

また、租特は税額の控除を行うことから、税額の減収が予想される。立岡(2013)によれ

ば、租特による減収額は国税で 1 兆 4,700 億円、地方税で 4,600 億円である。坂田(2004)

は、数多くの租特は経済活力を十分に引き出すための税制改正を妨げる障害となっている

と指摘する。また租特の廃止により、減収を止めることで、その税額分を財源とした法人

税率の調整による経済の活性化を提言している。 

租特は複雑でわかりにくく、その効果もはっきりしないため、改正または廃止すべきと

の議論も多いが、なかなか思い切った改革には踏み出せていない。税制改正を妨げる障害

の一つとして、租特が自民党と様々な業界との間を結ぶ手段となってきたことが挙げられ

る。そして坂田(2004)は、租特の延長や創設が、若手議員の活躍の場を広げる重要な政治

活動の機会となっているとも指摘している。しかし、平成 21 年 10 月 8 日に、鳩山元内閣

                                                     
20 課税負担が軽い国を利用して租税回避を図る行為を排除する制度 
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総理大臣から税制調査会に対して「既得権益を一掃し、納税者の視点に立って公平で分り

やすい仕組みを目指す観点から、租税特別措置をゼロベースから見直すための具体的方策

を策定すること」21との諮問がなされ、翌平成 22 年には、租税特別措置の適用状況の透明

化等に関する法律が可決・成立した22。 

表 6 平成 22 年度の租税特別措置の見直しによる変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】財務省「租税特別措置の見直し、租特透明化法」 

 

「租税特別措置の適用状況の透明化に関する法律」の成立以後、毎年度租特の見直しが

行われており、平成 23年度の税制改正では、全体で見たときの改正による増収見込み額が

836億 8,900万円で、その既存の制度自体による減収額は 2,681億円であった23。また現在

では、政府税制調査会では、法人税引き下げに伴って、減価償却制度の見直しを中心とし

た、租特のゼロベースでの見直しを行う方針である24。平成 25 年度の税制改正では、「国

際戦略総合特別区域」における特別控除などの 2 つの措置では適用件数が全く無く、減税

や償却の上乗せが適用された総額が 1 億円に満たないものが 9 措置あった。しかし、適用

額で上位 10 社分の合計が全体の 9 割を超える状況25であったことから、租税特別措置の適

用には偏りが見られる。 

 これまで述べてきたように、立岡(2013)や坂田(2004)、富士総合研究所(2002)、是枝

(2014)などでは、法人税率引き下げの代替財源として、租特の廃止が議論されている。し

かし、廃止の根拠としては、税収が落ち込む、租税原則に反するといった批判が多数で、

租特の効果について述べられているものはほとんどない26。もし租特によって投資などが

増加しているならば、廃止するには、その影響を考慮する必要がある。そこで、図 6 租特

項目件数と民間設備投資の関係と、図 7 租特項目件数と起業数の関係を見てみると、全く

相関がみられないことがわかる。政府は、景気対策や投資促進のために毎年租特の項目を

増減させているのだが、項目件数を減らした時に投資が増加している年や、項目件数を増

やした時に投資が減少している年が数多くみられる。また、租特項目件数と法人数の間に

                                                     
21 財務省「租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律の制定」p.645 より引用 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2010/explanation/PDF/17_P645_687.pdf 
22 租税特別措置の適用状況を透明化するとともに適切な見直しを推進することにより、国民が納得できる
公平で透明な税制の確立を目的とした法律。財務大臣による適用実態調査の実施を定めるほか、財務大
臣は、毎会計年度、租税特別措置の適用状況等を記載した報告書を作成し国会に提出することとした。 

23  経済産業省「既存租税特別措置の見直し事項一覧」 

http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g100831b07j.pdf 
24  ロイター通信「租税特別措置はゼロベースで見直しへ」 

http://jp.reuters.com/article/topNews/idJPTYEA3D04F20140414 
25  日本経済新聞「租税特別措置、適用に偏り」 

http://www.nikkei.com/article/DGXNASFS14028_U2A111C1PP8000/ 
26 効果が不明瞭という議論にとどめている先行研究が多い。 
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も相関がない、すなわち租特による「法人なり」27の動きは確認されない。つまり、投資

は景気に影響されることが多いが、その影響を和らげるための租特と、投資や法人数の間

に関係がないということは、租特は不必要ではないかと考えられる。 

 以上により、我々は租特を廃止するべきという立場で、法人税改革について議論するこ

とにするが、租特は法人税だけに関する法律ではないので、廃止した時の影響も留意する

べきだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 租特項目件数と民間設備投資の関係 

【出所】租特項目件数は、平成 14 年までのデータは税制調査会「平成 14 年度の税制改

正に関する答申(抄) 」平成 13年 12月で、平成 15年からのデータは末永英男(2012)『「租

税特別措置」の総合分析』中央経済社。民間設備投資は内閣府「国民経済計算」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 租特項目件数と起業数の関係 

【出所】租特項目件数は図 6 と同じ、起業数は法務省｢民事・訟務・人権統計年報｣ 

                                                     
27 「法人成り」とは、個人事業者が手続きを行って株式会社などの法人と成ることである。そのメリット
は、個人事業者の場合は利益の大きさに応じて累進課税を行う所得税を徴収されるが、税率が一定の法
人税による徴収を受けること、租特などの控除を適用できることなどである。 
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第 2 項 受取配当金 

次に、法人税負担の軽減となっている、受取配当金の益金不算入制度と、外国子会社配

当の益金不算入制度についてみていく。 

受取配当金とは、他の法人から受ける利益の配当、剰余金の分配、投資信託の収益の分

配などを指す28。受取配当金の益金不算入制度とは、法人が内国法人から配当金を受ける

場合、企業会計上は収益、税法上は原則的に益金の額となるが、法人税法上、法人と株主

の負担調節のために原則益金不算入である29。 

外国子会社とは、①日本の親会社から、発行済み株式等の 25％以上の株式等を保有さ

れ、かつ②株式等の保有期間が、配当の支払い義務が確定する日以前 6 か月以上継続して

いるという二つの要件を満たす外国法人のことである。外国子会社配当益金不算入制度と

は、外国子会社の利益を日本国内への資金還流を活発化する目的で創設された。この制度

により、日本の親会社が外国子会社から受ける配当金は、95％が益金不算入とされるもの

である。 

法人は、株主とは独立した主体として経済活動を営む一方で、法人の利益は、株主へ配

当されるという二面性を持つ。つまり、会社で利益に対して課税され、さらに投資家が配

当金を受け取ることに対しても課税されるので、二重課税の問題30が生じる。このような

実態から、税引き後利益から得る配当金については益金不算入となっている。具体的には

表 7 で説明されているように、我が国では、個人株主に対しては配当控除制度、法人株主

に対しては受取配当益金不算入制度を導入することで、税負担の一部を調整している。 

 

表 7 法人と株主の負担調整制度について     表 8 受取配当等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】住澤整(2014)『日本の税制』p.125   【出所】国税庁「会社標本調査結果」 

                                                     
28 この部分の記述は、http://www.k3.dion.ne.jp/~afujico/siwake/swk510003.htm に基づく。 
29 この部分の記述は、「税実務のチェックポイント―受取配当金―」 

(http://www.shinnihon.or.jp/shinnihon-library/publications/issue/info-sensor/pdf/info-sensor-2008-

06-09.pdf)に基づく。 
30 このような実態から、法人税の性質および課税根拠は、法人擬制説(法人は株主の集合体であるとする
考え)と法人実在説(法人は株主とは独立した存在であるとする考え方)の二つの考え方が存在する。前者
によれば、負担の調節が必要とされ、後者によれば、調節を要しないということになる。 
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表 9 外国子会社から受ける配当等の益金不算入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】国税庁「会社標本調査」 

 

 

 

また受取配当金は、表 8にある平成 24年度のデータをみると、受取配当金等の金額のう

ち、約 87％が益金不算入となっている。法人税率を 34.62%とすれば、単純に受取配当の

益金不算入額全額に法定実効税率 34.62%を掛けた場合、増収額は約 2 兆 5,000 億円であ

る。外国子会社から受ける配当金は、表 9にある平成 24年度の合計のデータをみると、益

金不算入額が約 2兆 3000億円である。これに法定実効税率 34.62%を掛けた場合、約 8000

億円の増収が見込まれる。 

 

第 3 項 交際費 

最後に、交際費についてみる。企業会計との相違点の一つに交際費課税制度が挙げられ

る。企業会計上、法人が支出する交際費は全額が費用に計上されるが、税法上では、租税

特別措置法による損金算入への制限が設けられている。 

この制度の創設の背景には、役員や従業員に対する給与が所得課税を逃れるために遊興

費や交際費などの形で支出され、また、過剰な接待を行い、それを会社の経費に計上する

傾向があり、企業の資本蓄積の阻害となっていたことが挙げられる。このことから、所得

課税の適正化を図り、過剰な交際費を抑制し、経済の発展のために交際費課税制度が設け

られるに至った。表 10 は、その交際費課税に関する改正の推移である。 

平成 26 年度税制改正では、平成 25 年度までの期限だった適用期限が二年間延長され、

消費の拡大を通じた経済の活性化を図る目的から、資本金が 1 億円超の大法人と 1 億円以

下の中小法人の区別をせず、飲食のための支出(社内接待費を除く)の 50%を損金算入可能

とした31。また、一人あたり 5,000 円以下の一定の飲食費は交際費には含めないこととさ

れている。 

                                                     
31 中小法人は、従来の定額控除額である 800 万円との選択制である。 
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表 10 交際費課税制度の主な改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】経済産業省資料「租税特別措置等に係る政策の事前評価書」 

 

 

表 11 は、現在交際費がどの程度損金に算入されているかをまとめたものである。平成

23 年度のデータによれば、交際費支出等の金額に対する交際費の損金算入限度額の割合

は、約 60％であり、平成 24 年度でもほぼ同じ結果である。つまり、国内全体で見たとき

交際費等の約 60％が損金算入されている。租特によって、損金不算入の制度は規定されて

いるが、現状過半数を超える額が損金に算入されているのだ。中には本当に必要な経費も

あるだろうが、橋本(2004)もいうように32、節税のために交際費を過剰に積み増している

可能性がある。これは損金算入限度額の分だけ純利益、すなわち所得が削られているとと

らえることもできる。その分に法人税率 34.6%を掛けてみることを考えてみると、平成 24

年度のデータであれば、約 6,400 億円の増収が見込まれることとなる。 

 このように、交際費は損金算入額が過半数を超えており、課税ベース拡大案の一つとし

て考えられる。また、租特によって節税を防ぐ措置(損金不算入)が取られているため、租

特を廃止した場合、その措置もなくなってしまうため、交際費が節税の温床となる可能性

がある。そのためにも、租特を廃止すると同時に、交際費に対して課税をする必要があ

る。 

                                                     
32 橋本(2004)は「オーナー企業においては、経営者の私的な飲食費などの経費の多くを会社の経費として
計上し、赤字にすることで法人税も免れ、所得税も課税されない事例も推測される」(p.82 引用)と述べ
ている。 
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表 11 交際費等の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】国税庁「会社標本調査結果」 

第 4 節 現状分析の考察 
 

以上の現状分析から、本章において以下のことが明らかになった。 

 

①我が国は、さまざまな要因により産業の空洞化が進んでいる。 

②我が国の税法上の法人税率は世界各国と比較して高い。 

③租税特別措置法や受取配当金の益金不算入、交際費の損金算入は、企業の税負担を軽減

するものだが、税制を複雑にしていること、制度が節税制度として利用されていること、

税収を減らすものであることがわかった。また、租特による投資促進効果はみられない。

近年これらの改革は行われているが、不十分である。そして、租特を廃止すると同時に、

交際費に課税する必要がある。 

 

①は、なぜ産業の空洞化が進んでいるのか、空洞化を防ぐためには何をすればいいのか

を検証する必要がある。②は、税法上の法人税率についてのみ高いと言える。しかし、重

要なことは事後的な法人税の負担率33はどの程度なのかである。もし事後的な法人税の負

担率のほうが低いならば、税法上の法人税率との乖離が対内直接投資を減少させているの

ではないかと考えられる。なぜならば、企業が投資に関する意思決定を行う時、税法上の

法人税率が大きく影響している可能性があるからだ。その場合、乖離の原因追究と、事後

的な法人税の負担率の水準まで、税法上の法人税率を引き下げる必要が生じる。しかし、

事後的な法人税負担率の水準まで、税法上の法人税を下げたとしても、それと同じ分だけ

事後的な負担率も下がってしまう可能性がある。そのために、③を法人税改革の一環とし

て考えるべきである。租特の廃止、受取配当金の益金算入、交際費の損金不算入を実施す

れば、税制を簡素にするだけでなく、節税対策や課税ベース拡大による増収も見込める。 

                                                     
33 財務省「法人企業統計」、国税庁「会社標本調査」などをはじめとする統計データから導き出される、
全法人の利益に対する実際に払った税金の額の割合のことである。事後的な法人税の負担率は、租特な
どの税負担軽減制度があるため、税法上の法人税率より低い場合がある。 
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第3章 先行研究と本稿の位置づけ 

本章では、本研究の仮説を設定するために、これまでの法人税改革に関する先行研究を

振り返り、論点を整理する。 

近年、世界中で法人税率の引き下げ競争が起こっている中、法人税改革に関しての議論

も活発である。日本における法人税改革の議論には大きく分けて三つある。法人税率の引

き下げ、または廃止が投資にどのような影響をもたらすのか、法人税率を引き下げた時の

代替財源をどうするか、租特や法人税に関する諸制度をどうするのか、の三点だ。 

まず、法人税改革について包括的に述べられているのが、橋本 (2004)である。橋本

(2004)は、これからの法人税改革の方向性として、法定税率の引き下げと、それによる平

均実効税率の引き下げ、租特の見直しを求めている。橋本では、法定税率の引き下げの具

体的な税率までは明記していない。日本経済研究センター(2014)では、10％の引き下げを

することにより、税収は約 10 兆円減るものの、2030 年の GDP を 50 兆円押し上げるとし

ているが、このような、具体的な税率まで言及している先行研究は少ない。 

先行研究では、具体的な税率というより、法人税率引き下げの影響について詳細に述べ

られているものが多い。例えば、小黒 (2010)、神田・鈴木 (2014)、千田(2007)、鈴木

(2010)などがある。 

小黒(2010)では、法人税が国際的資本移動に与える影響の有意性を確認するため、わが

国の対外直接投資に関するデータ等を用いて、パネル固定効果モデルによる実証分析が行

われた。小黒は分析の際、被説明変数に対外直接投資を据え、説明変数には投資先国の法

人税率や実質 GDP、インフレ率などの説明変数を設けた。分析の結果、法人税率が対外直

接投資に対して有意に負の効果を持つと示している。また、投資先の教育年数や投資安全

度などのような税制以外の要因も分析に取り込んだが、このような要因で対外直接投資に

影響を与えているものは少ない可能性があると考えられている。 

神田・鈴木(2014)では、外国への直接投資は投資元や受入先の国の経済状況などに影響

されると指摘されていて、その経済状況の中でも、特に法人税率が直接投資に一定の影響

を与えていると考えられている。その影響が、どの程度の大きさかであるかを測定するた

めに、神田他は、パネルデータ(日本と複数の外国の間で実施された時系列データ)を採用

し、日本の直接投資を説明する変数としては実質 GDP や法人税率、為替レート等を用い

て分析を行った。分析を通して、日本の法人税率を 1％引き下げた場合、日本の対外直接

投資は 2.9％抑制されるとの結果が確認された。対外直接投資が抑制された分の資金は日

本国内で投資され、国内の活性化につながると考えられている。また、これは現在におい

て、仮に法人税率が 10％引き下げられた場合、対外直接投資額が 3 割減り、国内の設備投

資の 5％弱程度に相当するものである。一方、対内直接投資に関しても法人税率が 1％引き

下げられたとき、日本への対内投資が 3.5％上昇する結果も確認された。しかし、神田他

は変化率こそ対内投資の方が大きいが、対外投資と対内投資の規模を比較したとき、変化

額で確認すると対内投資の効果は薄いと結論付けた。 

小黒、神田他、ともに、法人税率引き下げは日本経済にとってプラスであるとしながら

も、小黒は、税制以外の要因は対外直接投資に影響が少ないとし、神田他は少なからず影

響するとしている点で、意見が分かれているところである。それに加えて、これらの分析

結果は、いずれも日本中心の分析であり、外国の直接投資の視点からは研究が行われてい

なかった。そのため、本稿では日本における要因分析を行うと同時に、アメリカ等の海外

における要因分析も行う。 
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前述のように、日本の法人税率が「日本の」投資34に影響を及ぼしていることは、多く

の先行研究において実証されている。しかし、日本の法人税率が「他国の」投資への影響

に関する分析はまだ確認されていない。そこで本稿では、法人税率が他国への対内投資に

影響を及ぼすかどうかを観測する分析も行う。この分析は、本稿の重要な貢献の 1 つとい

えよう。 

 また、法人税改革、ひいては法人税率の引き下げを行う上で、代替財源の課題が生じ

る。代替財源案として、租特の見直しが挙げられるが、それについては立岡(2013)、近藤

(2009)、小池(2012)、坂田(2004)が詳しい。 

坂田(2004)では、税制による経済の歪みを軽減するための課税ベース拡大、とりわけ特

定の利害に応じて創設された租特を廃止し、これらを財源とした法人税率の調整を提案し

ている。租特は、自民党と多様な業界を結ぶ手段となってきた背景があり、廃止が進みに

くい状態であった。これは、租税原則の「簡素」に反し、租特の乱立は「公平」にも反し

ていると指摘している。 

 立岡(2013)では、租特による減収額は多めに見積もって 1兆 2000億円程度という試算結

果が出た。1 兆 2000 億円は 2011 年の法人税収の 7.7％であり、法人税引き下げの財源と

しての大きな期待はできない。また、減税率(減収額/所得)は大企業 3.6%、中堅企業 1.4％

であり、企業規模により大きな開きがある。減税率及び適用率(適用法人数/法人数)という

二つの観点で見てみると、メリットを受ける業種に偏りがあることが分かる。 

このように、多くの先行研究で、租特は公平性に反し、経済にとってゆがみがあるため

に、廃止すべきと指摘されている。本稿においても租特を廃止することを政策提言とする

が、立岡も指摘するように、租特は法人税だけに関する法律ではないので、廃止する時の

影響も加味すべきである。 

以上の先行研究を踏まえ、次章で仮説を設定し、法人税率の引き下げや租特の廃止が日

本経済の活性化につながるのかどうか検証する。 

 

 

 

 

                                                     
34 対内直接投資、対外直接投資、どちらとも含む。 
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第4章 実証分析 

第 1 章では、日本で産業空洞化が起こっていることを示し、第 2 章では、法人税と租特

についての概要と、それが企業の行動にどのような影響を与えているかの現状分析を行っ

た。第 3 章では、産業空洞化を防ぐ、すなわち日本経済を活性化させるために、法人税改

革についての先行研究を確認した。 

本章では、第 2 章第 4 節で述べた考察、第 3 章の先行研究をもとに、実証分析を行う。 

第1節 仮説の設定 
本稿の目的は、法人税改革によって日本経済を活性化させることである。我が国は第 1

章でも述べたように、産業の空洞化が進んでいる。その問題を解決するために、以下の仮

説を設定する。 

 仮説①：世界と比較して日本の税法上の法人税率が高いために、国内産業の空洞化が進

んでいる。 

仮説②：日本の税法上の法人税率と、事後的な法人税の負担率との間には大きな乖離が

ある。 

以上の仮説を検証するために、回帰分析・パネルデータを用いた重回帰分析、また統計

データによる推定を行っていく。 

第2節 仮説①の検証 
まず、どのような要因が日本の対外直接投資と対内直接投資に影響を与えているのか、

その中でも特に日本の法人税率がそれらに影響を与えているかを見るために、それぞれに

ついて要因分析①と②を行う。両分析ではパネルデータを用いた固定効果モデルによる推

計を行う。両分析は神田・鈴木(2014)と小黒(2010)を参考にしている。最初に日本の対外

直接投資の要因について見る。 

 

分析① 

被説明変数には日本の対外直接投資量を用いる。 

 説明変数には直接投資に関係すると予測される 7 つの変数35を用いる。 

 本分析では OECD 諸国において、上記変数が入手可能であった 11 ヶ国36について 1990

年から 2012 年の 23 年間のパネルデータを用いた。 

 以下でモデル式及び変数名について記述する。 

 

モデル式  

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼0 + 𝛼1𝑋1𝑖𝑡 + 𝛼2𝑋2𝑖𝑡 + 𝛼3𝑋3𝑖𝑡 + 𝛼4𝑋4𝑖𝑡 + 𝛼5𝑋5𝑖𝑡 +  𝛼6𝑋6𝑖𝑡 + 𝛼7𝑋7𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡  (t=1990~2012, 

𝑖=1~11) 

                                                     
35 7つの説明変数のうち、以下 5つの変数「対外直接投資額、各国のGDP、各国の人口、各国の対内FDI

残高、貿易開放度」の数値は日本の GDP 比である。 
36 オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、ニュージーランド、スウェーデ
ン、スイス、イギリス、アメリカの 11 ヶ国。 
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変数名 

𝑌𝑖𝑡:日本の対外直接投資額 

𝑋1𝑖𝑡:各国の GDP 

𝑋2𝑖𝑡:各国の人口 

𝑋3𝑖𝑡:各国の対内 FDI 残高 

𝑋4𝑖𝑡:各国の貿易開放度 

𝑋5𝑖𝑡:法人税率差(日本－各国) 

𝑋6𝑖𝑡:各国の国民総貯蓄 

𝑋7𝑖𝑡:実質為替レート 

 

 

各変数のデータ概要は以下のとおりである。 

 

𝑌𝑖𝑡…「日本の対外直接投資額」を表す変数であり、海外での単なる資産運用ではなく、経

営参加や技術提携を目的にした対外投資のこと。一般的に FDI と略される。なお一部デー

タの欠損が確認されたため、空白期間の数値に関してはその対象年の両脇の年の平均をと

ることで内挿した。37 

 

𝑋1𝑖𝑡…「各国の GDP」であり、投資相手国の実質 GDP を示し、単位は 100 万ドル。その

国の経済成長に大きくかかわる指標であり、GDP の規模が大きいほど直接投資も増加する

正の相関があると考える38。 

 

𝑋2𝑖𝑡…「各国の人口」を表す変数であり、対外投資では投資先の国の人口が多ければ投資

も増えると考えられる。 

 

𝑋3𝑖𝑡…「各国の対内 FDI 残高」を表す変数であり、過去に行われてきた投資が蓄積するこ

とのメリットを表している。企業が海外進出を決定する要因の一つである、現地でのノウ

ハウの蓄積の目安と考えられる39。 

 

𝑋4𝑖𝑡…「各国の貿易開放度」を表す変数であり、(投資受入国の財の貿易総額/名目 GDP)×

100 で求められる。単位は 100 万ドル。貿易開放度の高い国は、貿易だけでなく FDI に対

しても開放的で増加しやすい可能性があるため、貿易開放度が高ければ直接投資は増える

と考える40。 

 

𝑋5𝑖𝑡…「法人税率差(日本－各国)」を表す変数であり、日本と相手国との表面税率の差を計

算している。日本の対外直接投資額が多い国ほど、この差が大きいのではないかと推測す

る。単位は%。 

 

𝑋6𝑖𝑡…「各国の国民総貯蓄」を表す変数であり、その国の単位は%(GDP 比)。  

 

𝑋7𝑖𝑡…「実質為替レート」を表す変数であり、日本円を相手国通貨で割ったもの。上昇す

るほど円安、下降するほど円高となる。年間平均レートを使用している。 

 

                                                     
37 この欠損データの内挿方法に関しては、小黒(2010)を参考に行った。 
38 この部分の記述は、神田・鈴木(2014)「法人税減税と企業の立地選択」大和総合研究所に基づく。 
39 同上 
40 同上 
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表 12 変数出所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

 

 

推計結果は下記の通りである。 

t 値と P-値を満たし 5%有意である変数は法人税率の差であり、1%有意である変数は各

国の GDP、各国の人口、各国の対内 FDI 残高、各国の人口であった。 

各国の GDP や失業率などはその国の経済状態を表す指標なので、有意であることと対

外直接投資量と正の相関があることに合点がいくが、今回我々は有意であるもうひとつの

変数の、法人税率差に着目する。 

係数がプラスに働いているということは、日本と各国の法人税率の間のギャップが広が

ると、日本の対外直接投資が増加するということだ。日本の法人税率が上がるごとに、対

外直接投資が増加することは、言い返せば日本企業が海外へ拠点を移すことは、法人税率

の引き下げによって抑制することができるということだ。これにより、国内産業の海外移

転による産業空洞化は、法人税率の引き下げによって抑制できると考えられる。 

 

表 13 分析①の推計結果 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 
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分析② 

続いて、日本の対内直接投資の要因を分析する。 

被説明変数には日本の対内直接投資額をとり、説明変数には直接投資に関係すると予測

される 7 つの変数41を用いる。 

本分析では OECD 諸国において、上記変数が入手可能であった 11 ヶ国42について 1990

年から 2012 年の 23 年間のパネルデータを用いた。 

 

 

モデル式 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1𝑖𝑡 + 𝛽2𝑋2𝑖𝑡 + 𝛽3𝑋3𝑖𝑡 + 𝛽4𝑋4𝑖𝑡 + 𝛽5𝑋5𝑖𝑡 + 𝛽6𝑋6𝑖𝑡 + 𝛽7𝑋7𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡  (t=1990~2012, 

𝑖=1~11) 

 

 

変数名 

𝑌𝑖𝑡:日本の対内直接投資額 

𝑋1𝑖𝑡:各国の GDP 

𝑋2𝑖𝑡:各国の人口 

𝑋3𝑖𝑡:各国の対外 FDI 残高 

𝑋4𝑖𝑡:貿易開放度 

𝑋5𝑖𝑡:法人税率差(日本－各国) 

𝑋6𝑖𝑡:各国の国民総貯蓄 

𝑋7𝑖𝑡:実質為替レート 

 

表 14 データ出所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

 

推計結果は以下の通りである。 

t 値と P-値を満たし 5%有意である変数は法人税率の差であり、1%有意である変数は各

国の GDP、各国の人口、各国の対外 FDI 残高、各国の国民総貯蓄であった。 

分析②においても分析①と同様に法人税率の差に着目する。係数がマイナスとなり、対

内直接投資量と負の相関が見られるが、これは法人税率のギャップが広がることで日本へ

の直接投資が減少する、裏を返せば日本が法人税率を引き下げることで海外企業の呼び込

み可能になり、国内産業の活性化につながると考えられる。 

                                                     
41 7つの説明変数のうち、以下 5つの変数「対内直接投資額、各国のGDP、各国の人口、各国の対外FDI

残高、貿易開放度」の数値は分析①と同じく日本の GDP 比である。 
42 分析①と同様に、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、ニュージーラン
ド、スウェーデン、スイス、イギリス、アメリカの 11 ヶ国。 
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表 15 分析②の推計結果 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

 

分析③ 

分析①と②で法人税を下げるメリットを説明したが、それを裏付けるために、世界各国

についても相手国の法人税率と対外直接投資に関係があるか否かを分析する。これを分析

③とし、推計方法は分析①②とパネルデータを用いた固定効果モデルによる推計を行う。 

対外直接投資額の多いアメリカ、カナダ、スイス、ドイツ、イギリスの 5 ヶ国43につい

て見る。データが入手可能であった 11 ヶ国44について 1995 年から 2012 年の 18 年間を観

測した。これから記述する分析に当たって、我々は投資相手国の法人税率が高いほど、対

外投資が減少する負の関係があると考えた。分析の結果、各国の法人税率は 10%有意でド

イツ、5%有意でカナダ、1%有意でアメリカとスイスが当てはまり、5ヶ国中 4ヶ国の当て

はまりが見つかった。このことから、投資相手国の法人税率が高くなると、日本だけでな

く、その国への投資を減少させる傾向が海外諸国においても確認されることがわかった。 

 

表 16 変数出所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

                                                     
43 OECD data 「Foreign direct investment」を参照 
44 カナダ、中国、フランス、ドイツ、日本、韓国、オランダ、シンガポール、スイス、イギリス、アメリ
カの計 11 カ国。(なお分析に当たり、被説明変数の国は説明変数の国から除外しているため、説明変数
の国数は 10 である。) 



ISFJ 政策フォーラム 2014 発表論文 

28 

 

表 17 推計結果(アメリカ) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

表 18 推計結果(カナダ) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

表 19 推計結果(ドイツ) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 
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表 20 推計結果(スイス) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

 

分析④ 

分析①～③の結果から、法人税率が対外・対内問わず直接投資に影響を与えることは確

認できた。しかし、先行研究においても、日本の法人税率が、第三者国に流入する対内投

資に影響するかどうかは確認できていなかった。もし日本の法人税率が高いことが原因

で、第三者国の対内投資の量が増えるという負の相関を確認できるならば、分析③までの

結果を加味したうえで、我が国は法人税率を引き下げるべきであると言えるであろう。そ

こで我々は分析④において、ある国と日本の法人税率の差が、第三者である国の投資に影

響を与えているかについての分析④を行った。今回の分析にあたり、我々は中国、シンガ

ポール、インド、ブラジル、韓国の 5 カ国の投資の影響に関して研究を行った。上記の 5

カ国を選んだ理由としては、法人税率と立地が挙げられる。我々が選んだ 5 カ国のうちの

アジアの 4 カ国に関しては、いずれも日本より法人税率が低い国45であり、そのうちのイ

ンドを除く 3 カ国においては、世界の法人税率の平均である約 25％46と同等あるいは平均

を下回った税率である。また、残る 1 カ国のブラジルに関しては、立地的に日本と離れて

いるアジア以外の国として選択した。中国、シンガポール、インド、ブラジル、韓国の

5 ヶ国について、インドとブラジルは 1997 年から 2012 年、中国とシンガポールと韓国

は、1995 年から 2012 年のパネルデータを用いて、固定効果モデルで分析を行った。また

投資先国としては、上記の期間内で入手可能であったアメリカなど 9 カ国47を選んだ。 

結果は 1%有意で中国、5%有意でシンガポールとブラジル、10%有意でインドが当ては

まり、5 ヶ国中で韓国を除く 4 ヶ国が、日本の法人税率に影響を受けていることがわかっ

た。これは、日本との法人税率差にギャップがあると、その国の対内直接投資が増加する

ということだ。外国企業が海外進出を決定する要因に、複数の国の法人税率の差というも

のが含まれているものと推測できる。つまり、日本の法人税率を引き下げることによっ

て、外国企業による日本以外への海外進出を抑え、対日投資の増加につながる可能性があ

るということだ。 

                                                     
45 2012 年度の法人税率はそれぞれ中国(25％)、シンガポール(17％)、インド(33.99％)、韓国(24.2％)であ
るのに対して日本の 2012 年度の法人税率は 38.01％である。 

KPMG 「Corporate tax rates table」参照 
46 2010 年次の数値。24.99％。KPMG japan「2011 年世界法人税・間接税調査の結果について」参照 
47 カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、スウェーデン、スイス、イギリス、アメリカの計 9

カ国である。 
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表 21 変数出所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

 

表 22 推計結果(中国) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

 

表 23 推計結果(シンガポール) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

説明変数 係数 標準誤差 ｔ値 P-値

中国のGDP 0.641993 0.886981 0.723796 0.4703

各国のGDP 0.331178 0.24382 1.358289 0.1765

各国の対外FDI残高 0.016077*** 0.002128 7.556534 0.0000

各国から日本への
投資

-0.178763*** 0.040953 -4.36511 0.0000

日本と中国の法

人税率差
375.8439*** 77.86457 4.826892 0.0000

為替レート -3.425175 44.79376 -0.07647 0.9392

観測数

補正 R2

被説明変数：中国の対内直接投資額

162

0.896911

説明変数 係数 標準誤差 ｔ値 P-値

シンガポールの
GDP

7.326775*** 1.095942 6.685369 0.0000

各国のGDP -48.80022*** 9.87934 -4.93962 0.0000

各国の対外FDI残高 0.009178*** 0.002683 3.421254 0.0008

各国から日本への
投資

0.203207*** 0.053351 3.808885 0.0002

日本とシンガポー
ルの法人税率差

214.2175** 91.35601 2.344865 0.0204

為替レート -2.49026 10.13739 -0.24565 0.8063

観測数

補正 R2 0.896911

被説明変数：シンガポールの対内直接投資額

162
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表 24 推計結果(インド) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

表 25 推計結果(ブラジル) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

表 26 推計結果(韓国) 

推計方法：パネル固定効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】筆者作成 

(注)係数の***は 1%有意水準で有意、**は 5%有意水準で有意、*は 10%有意水準で有意で

あることを示す。 

説明変数 係数 標準誤差 ｔ値 P-値

ブラジルのGDP 2.634964 0.749991 3.513327 0.0006

各国のGDP -5.064175*** 1.136767 -4.454893 0.0000

各国の対外FDI残高 0.017194*** 0.002577 6.671226 0.0000

各国から日本への
投資

-6.89E-05 0.045576 -0.001513 0.9988

日本とブラジルの
法人税率差

171.3381** 69.36807 2.469985 0.0148

為替レート -4.593436 3.756044 -1.222945 0.2236

観測数

補正 R2

被説明変数：ブラジルの対内直接投資額

144

0.912714

説明変数 係数 標準誤差 ｔ値 P-値

韓国のGDP 1.150879*** 0.269623 4.268475 0.0000

各国のGDP -0.162845 0.613277 -0.26553 0.7910

各国の対外FDI残高 0.003168*** 0.000636 4.983183 0.0000

各国から日本への
投資

0.044833** 0.013764 3.257244 0.0014

日本と韓国の法人
税率差

-43.96798* 24.36833 -1.80431 0.0732

為替レート 1317.227 1346.578 0.978203 0.3296

観測数

補正 R2 0.956370

被説明変数：韓国の対内直接投資額

162
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図 8 帝国データバンクアンケート結果 

 

ただし、ここで考慮しなければならないことは、法人税率を下げることによって抑制さ

れる、本来対外直接投資に使用される資金が、全て日本国内の設備投資に利用されるかは

不確かであるということだ。最も恐れることは企業の内部留保につながることで、リーマ

ンショック以来リスクを恐れる大企業は、内部留保に費やしてしまうのではないかとも思

える。ただ、小黒(2010)ではトレードオフの関係からその推測を否定する考えを用いてい

る。 

では実際に企業は、法人税を引き下げた時にどのような意思決定をするかというアン

ケート調査を 2 つ紹介する。 

日本経済団体連合会が 2010 年に行ったアンケート結果(※調査期間は 2010 年 10 月 18

日～21 日、調査対象は税制委員会委員及び税制委員会企画部会委員（全 143 社）で、有効

回答企業数は 75 社、内訳は製造業 40 社、非製造業 35 社（回答率 52.4%）)によると、実

質的な軽減を伴う法人税率 5%引き下げが行われた場合に、今後の国内の設備投資に及ぼ

す影響について、製造業では 6 割強、非製造業では 4 割が設備投資を増加させることに前

向きとの回答をした。さらに、同じく 5%の法人減税が行われた場合に海外事業展開に及

ぼす影響について、製造業では 7 割弱が海外移転の抑制、または既存の国内拠点の維持に

つながるとの回答をした。このことから、製造業が対外直接投資を行う理由には日本国内

の法人税率が強く影響していることがわかる。 

また、帝国データバンクが 2014 年に行った、法人税減税に対する企業の意識調査(図 8 

※調査期間は 2014 年 6 月 17 日～30 日、調査対象は全国 2 万 3,118 社で、有効回答

企業数は 1 万 571 社（回答率 45.7％）)によると、法人税減税には企業の 5 割が投資へ

の活用に前向きであり、設備投資は総額 6.2 兆円程度増加する見込みとのことだ。反対

に、内部留保への活用を検討する企業は約 2 割程度だが、全体としては 5 割もの企業が、

法人減税は日本の経済成長につながるとの前向きな認識をした。このことから、法人税率

引き下げによる資金の内部留保の危惧という問題は棄却できるのではないかと考える。 
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第 3 節 仮説②の検証 
次に、仮設②について検証したい。第 2 章で述べたように、世界各国と比較して日本の

「税法上の」法人税率は高い。では「事後的な」法人税負担率はどうなのかをみていく。

なお、以下の推計は野口(2014)48をもとに行う。 

そのために、国税庁の「会社標本調査」と財務省の「法人企業統計」を用いる。会社標

本調査は、黒字企業と赤字企業が分けて集計されているため、その比率はわかるが、調査

対象が国税としての法人税だけであって、住民税や事業税はわからない。一方、法人企業

統計は、地方税なども含んだ数字で書かれているが、黒字企業と赤字企業の合計の利益で

しか示されていない。赤字企業は基本的に法人税を負担する必要がないので、我々は、税

負担をする黒字企業の利益を分母にした負担率が必要である。そこで、次の方法で黒字と

赤字企業を分ける推計を行う。 

 

黒字企業の利益額を X、赤字企業の欠損額を Y とする。 

黒字企業と赤字企業の利益の合計は、X－Y＝a ⑴ 

黒字額と赤字額の絶対額は、X/Y=b ⑵ 

ここで、法人税収が正になるためには X＞Y なので、a＞0、b＞1。 

⑴⑵を解くと、X＝ab/(b－1)、Y＝a/(b－1) 

 

a は法人企業統計、b は会社標本調査の数字を用いる。その結果が以下の表 27 である。 

 

表 27 事後的な法人税負担率の推計(金融機関含む全産業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】国税庁「会社標本調査結果」、財務省「法人企業統計」(単位は 10 億円)。 

 

 一番右の黄色で塗りつぶされた合計が事後的な法人税負担率、緑色で塗りつぶされた法

人税等が法人税等調整額を入れない負担率である。2008 年と 2009 年はリーマンショック

の影響もあり低くなっているが、2008年は 17％、2012年でも 25％であり、税法上の法人

税率より 10％以上低い。ただし、ここで注意しなければならないのが、会社標本調査の比

率を採用していること、法人税等調整額の二つである。前者は、法人企業統計と同じ比率

なら問題はないが、非公開なのでわからない。後者は、繰越欠損金や貸倒引当金49などを

                                                     
48 野口悠紀雄(2014)「日本の法人税の負担率は高くない」http://diamond.jp/articles/-/37990 ダイヤモ
ンドオンライン 

49 どちらも、マイナスの法人税等調整額を計上し、翌年以降でプラスの法人税等調整額を計上するため、
一定期間で相殺される性質を持つ。 

a b(x/y) Y(a/(b-1)) X(ab(b-1))

法人企業
統計利益

黒字x 赤字y 比率 赤字 黒字 法人税等 調整 合計 法人税等 調整 合計

2004 33031 38615 20934 1.84 39109 72140 15840 370 16210 22% 1% 22%

2005 43406 41996 19517 2.15 37687 81092 19919 330 20249 25% 0% 25%

2006 48967 50548 17792 2.84 26597 75564 19078 1724 20802 25% 2% 28%

2007 46865 55564 14428 3.85 16437 63302 20109 1384 21492 32% 2% 34%

2008 18768 35220 28304 1.24 76809 95577 15394 561 15955 16% 1% 17%

2009 27636 30302 22770 1.33 83546 111182 14977 338 15315 13% 0% 14%

2010 39589 32425 16617 1.95 41615 81204 16158 1336 17494 20% 2% 22%

2011 43768 33940 16535 2.05 41580 85348 16885 4016 20901 20% 5% 24%

2012 48998 40764 13727 2.97 24877 73875 17932 496 18428 24% 1% 25%

会社標本調査
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この項目に計上するが、双方とも中期的に見れば一定期間の間にプラスとマイナスで打ち

消しあうはずだ。表 27の黄色で塗りつぶされた負担率をみるか、それから法人税等調整額

を引いた緑色で塗りつぶされた負担率でみるかは、有識者の間でも議論で分かれるところ

だが、どちらにしても税法上の法人税率よりはかなり低い。つまり、課題② 税法上の法

人税率と実際の負担率の間には乖離があるということが実証された。 

税法上の法人税率と実際の負担率との間に乖離があることは問題である。なぜならば、企

業が投資に関する意思決定を行う場合、税法上の法人税率が大きく影響している可能性が

あるからだ。実際の負担率の水準まで、税法上の法人税率を下げる必要がある。 

 ではなぜ税法上の法人税率より実際の負担率が低くなるのか。単純に実際の負担率の水

準まで下げただけでは、それと同時に再び実際の負担率が下がるだけだ。実際の負担率が

低くなる最大の理由は、受取配当金の益金不算入制度にある。 

 第 2 章でも述べたが、2012 年度の受取配当金の総額は約 8.5 兆円で、そのうち約 7.5 兆

円が益金不算入である50。黒字企業に限っても、益金不算入額は約 5.2兆円である。受取配

当金の益金不算入制度は、日本に限った話ではなく、諸外国においても導入されていると

ころはある。この制度は二重課税を防ぐため必要とされているからだ。しかし、問題は配

当に関する実態である。2012 年度の受取配当金の内訳をみると51、赤字企業の受取配当金

の益金不算入額と外国子会社からの受取配当益金不算入額は約 3.5 兆円ある。一方で、表

27 にもあるように、赤字企業の欠損額の合計は約 16.5 兆円である。これらの数字から考

えると、もし受取配当金の益金不算入措置がなければ、赤字企業のある程度は黒字になる

と考えられる。 

そこで、本稿において我々は、税法上の法人税率を引き下げると同時に租特の廃止、受取

配当金の益金不算入制度廃止、交際費の全額課税を提案する。法人税に関する諸制度の見

直しによる増収額は、表 28の通りである。第 2章でも述べたように、租特は、ゆがみのあ

る税制にするだけでなく租特による効果もみられない。租特は法人税以外の規定もある

が、法人税に関するものが多い上、租特の廃止で税制のゆがみが緩和され、新規参入や増

収、投資の増加といった波及効果も見込める。また、交際費は、節税のための制度となっ

ているとの指摘も多くあり、現行の課税制度では不十分である。 

 

表 28 法人税に関する諸制度の見直しによる増収額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】2010～2012 年度の国税庁「会社標本調査結果」、財務省「法人企業統計」より

筆者作成 

  

また、表 28 の下二つは黒字企業だけの推計であり、前述の通りこれらの税制改正によっ

て、赤字企業が黒字になる可能性があること、新規参入を促進すること、中長期的に経済

成長をもたらすことにより、さらなる増収が見込める。赤字企業のそれぞれの額は、表 29

の通りである。 

                                                     
50 この部分の記述は、国税庁「会社標本調査結果」参照 
51 同上 
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表 29 交際費の損金算入額、受取配当金の益金不算入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】国税庁「会社標本調査結果」、財務省「法人企業統計」 

注：(赤)は赤字企業、(黒)は黒字企業、外は外国子会社を意味する。 

 

以上分析の結果から、リーマンショックの影響が強く残っている 2008 年度と 2009 年度

以降の、2010～2012 年度の事後的な法人税負担率の平均値(表 27 参照)から求めると、(国

と地方を合わせた)法人税率は 21％となる。 
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第5章 政策提言 

第1節 政策提言 
本研究は、日本経済を活性化させることが目的である。現在日本では産業の空洞化が起

こっており、日本経済を活性化させるためには、産業の空洞化を防がなければならない。

そのために本稿では、仮設①「世界と比較して、日本の法人税率が高いために、国内産業

の空洞化が進んでいる。」と、仮設②「日本の税法上の法人税率と、事後的な法人税の負

担率との間には大きな乖離がある」という二つの仮説を設定して、得られた統計データか

ら、回帰分析・パネルデータを用いた重回帰分析による仮説の検証を行った。 

 対外直接投資に関する分析では、日本の法人税率が上がるほど、日本の対外直接投資が

増加するという結果が得られた。つまり、日本企業が海外へ拠点を移すことは、法人税率

の引き下げにより抑制することができるという相関がみられる。また、対内直接投資に関

する分析は、OECD 諸国のうち、オーストラリア、カナダ、アメリカなどの数か国につい

ての 23年間のデータを用いて行った。推計によれば、日本の法人税率の引き下げが行われ

れば、日本の対内直接投資が増加するという結果であった。つまり、日本の法人税率の引

き下げにより、海外企業の呼び込みが可能になり、国内産業の活性化につながるといえ

る。また、これらの分析を、日本の対外直接投資の主要相手国 5 ヶ国についても分析を

行った。その結果、5 ヶ国中 4 ヶ国において、投資相手国の法人税率が高いほど、対外直

接投資が減少する負の相関関係がみられた。したがって、投資相手国の法人税率が高くな

ると、その国への直接投資を減少させる傾向があることが確認できる。また、日本の法人

税率の引き下げにより、外国企業による日本以外への海外進出が抑えられ、対日直接投資

につながる可能性もみられた。 

 次に、仮設②について、統計データにより事後的な法人税の負担率を推計したところ、

税法上の法人税率と事後的な法人税の負担率の間には 10％以上の開きがあった。 

 そこで本稿では、企業が投資に関する意思決定を行う場合、税法上の法人税率が大きく

影響している可能性があると考え、実際の負担率の水準まで、租特や受取配当金益金不算

入制度の廃止とともに税法上の法人税率を下げるべきだとした。その理由は、単純に実際

の負担率の水準まで下げただけでは、それと同時に再び実際の負担率が下がるだけなので

実際の負担率を下げている要因(租特など)を取り除くこととした。その結果を受けて、以

下の政策を提言する。 

 1 (国と地方を合わせた)法人税率を 21％とする。 

  2 租特の廃止、受取配当金の益金不算入制度廃止、交際費の全額課税 

 提言の 1 は、現在の事後的な法人税の負担率の水準であり、今までこの水準より多く

払っていた企業は恩恵を受け、またこれまでこの水準だった企業は、よくも悪くも今と同

じ負担率であるため悪影響はない。提言の 2 は、これまでこれらの恩恵を受けていた企業

にとっては、法人税率を現在の負担率まで引き下げたので、今までと負担は変わらず影響

は少ない。それだけでなく、提言 2 によって赤字企業が黒字になる可能性があること、新

規参入を促進すること、中長期的に経済成長をもたらすことにより、さらなる増収が見込

める。 

 これらの提言によって、法人税に関するゆがみは緩和され、それに加えて法人税率を近

隣アジア諸国と同程度まで引き下げたことで投資の増加、ひいては日本経済の活性化が期

待できる。 
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